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献呈の辞
　野村稔教授、正井章筰教授は、2014年度にめでたく古稀を迎えられ、
2015年 3 月をもって、早稲田大学を定年退職されることになった。そこ
で、早稲田大学法学会は、お二人の教授の長年にわたる研究教育活動と輝
かしい研究業績を讃え、また本法学会の発展に多大の寄与をされたことへ
の感謝の意を込めて、早稲田法学90巻 3 号を『野村稔教授・正井章筰教授
古稀祝賀退職記念論集』とし、両教授に献呈することとした。
　野村稔教授は、1968年に早稲田大学第一法学部を卒業後、同大学大学院
法学研究科修士課程・博士後期課程と進まれ、西原春夫教授の下で、刑法
学を専攻された。そして、1973年に法学部助手に嘱任され、その後、専任
講師、助教授を経て、1983年に教授に嘱任された。また、1983年から85年
まで、早稲田大学長期在外研究員として、西ドイツ・フライブルクの「マ
ックス・プランク外国・国際刑法研究所」に留学された。
　野村教授は、法学部、大学院法学研究科、同法務研究科で刑法学の授業
を担当され、熱心に学生指導に取り組まれて、民間、官界、法曹そして学
界に多くの有為な人材を送り出されたばかりでなく、海外からの留学生も
積極的に受け入れて多くの研究者を養成された。
　野村教授は、研究・教育以外の社会活動にも大いに貢献された。特に、
長年にわたり大学基準協会の各種委員や第二東京弁護士会懲戒委員会委員
（第二東京弁護士会）をされたほか、法学・政治学視学委員（文部科学省）、
司法試験第二次試験考査委員（法務省）、特別研究員等審査会専門委員（日
本学術振興会）、法制審議会臨時委員などを歴任され、また、住居地の佐倉
市においては、佐倉市契約監査委員をされている。
ii　　早法 90 巻 3 号（2015）
　野村教授の研究論文数は夥しく、ここでいちいち取り上げることはでき
ないが、特に、1984年に上梓された『未遂犯の研究』（成文堂）はすばらし
く、これによって1985年に法学博士（早稲田大学）の学位を取得するとと
もに、この分野における最高の論文として内外から高く評価されている。
さらに、体系書である『刑法総論』（1990年・成文堂）は、野村刑法学の位
置を決定づけるものである。また、教授の論文集『刑法研究』が、現在第
一巻・第二巻が用意され、順次刊行される予定である。
　他方、野村教授は、2006年に弁護士登録（第二東京弁護士会）をされる
と、弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニックにおいて臨床法学教育に
も力を注がれ、刑事法クリニックの中心として、懇切丁寧に学生の指導に
当たられたほか、みずから刑事弁護人として、多くの被疑者の弁護をされ
てきた。
　正井章筰教授は、1968年神戸大学法学部を卒業後、同大学大学院修士課
程・博士後期課程に進まれて、商法・企業法を専攻された。その後、1977
年に熊本大学法文学部の専任講師に嘱任された。同大学で助教授に昇任さ
れた後、1987年に姫路獨協大学法学部（教授）に、1997年に大阪学院大学
法学部（教授）に移られた。そして、2001年に、早稲田大学法学部に教授
として来られた。また、2003年から 1 年間、デュッセルドルフ大学法学
部、放送大学（ハーゲン）、ハンス・ベックラー財団客員研究員として留
学された。
　正井教授の学外における活動はすばらしく、日本 EU学会理事、日本
私法学会理事のほか、日本海洋法学会、比較法学会会員として活動され、
とりわけヨーロッパ法の第一人者として目されてきた。そのほか、税務大
学校・熊本研修所、熊本学園大学、駒沢大学、国際基督教大学などにおい
て、非常勤講師を歴任されてきた。正井教授の教育に対する情熱も人一倍
あり、その懇切丁寧な教え方から、多くの学生に慕われてきた。
　正井教授の学術業績は夥しく、いちいち取り上げることはできないが、
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特に、1990年に上梓された『共同決定法と会社法の交錯』（成文堂）によ
り、神戸大学から博士（法学）の学位を授与された。そのほか、代表論文
として、『EC国際企業法』（1994年・中央経済社）、特に、『西ドイツ企業法
の基本問題』（1989年・成文堂）、『ドイツのコーポレート・ガバナンス』
（2003年・成文堂）などがあり、これらは、いずれも企業法の根幹をなす業
績として、学会において高く評価されている。
　野村稔教授、正井章筰教授は、それぞれの専門分野で上述した顕著な研
究業績を挙げられ、また、教育の分野でも多大の貢献をしてこられまし
た。両教授がそろって退職されることは本法学会にとって大きな損失であ
りますが、私たちは、お二人が去られることにより生じる空白を埋めるべ
く努力をし、先生方が法学会に寄与されてきた成果を守り育てることによ
り、その学恩に報いる所存です。先生方は、退職後も、各研究分野で研究
を継続し、また社会貢献をされると伺っています。先生方の今後のますま
すのご健勝とご活躍を祈念し、法学会に対して引き続き温かいご指導とご
助言を賜りますようお願い申し上げます。
2015年 3 月吉日
 早稲田大学法学会会長
 近　江　幸　治
